（別記様式第３号添付資料２）
個人情報の取扱いに係る同意書


　



	１　個人情報の利用目的

(1)　広島県農業経営・就農支援センター

広島県農業経営・就農支援センター（以下「センター」という。）は、農業経営・就農支援体制整備推進事業実施要綱の別記１に基づくセンターの業務（経営相談、経営診断・改善、経営継承及び法人化に向けた指導及び助言等）の実施に際して得た個人情報について、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）等に基づき、適正に管理し、センターの業務の実施のために利用します。また、経営診断において、国が提供する農業経営診断システムを活用される場合は、国から農業経営診断システムに係る業務を委託された者にも情報を提供します。
なお、センターは、以下の機関で構成されています。
【センター構成機関】

農業系団体

広島県農業協同組合中央会

一般社団法人広島県農業会議（農業委員会ネットワーク機構）

一般財団法人広島県森林整備・農業振興財団（広島県農地中間管理機構）

全国農業協同組合連合会広島県本部

ＪＡ広島果実連株式会社
広島県信用農業協同組合連合会

商工系団体

株式会社日本政策金融公庫広島支店
公益財団法人ひろしま産業振興機構広島県よろず支援拠点

広島県

広島県農林水産局

(2)　広島県
広島県は、(1)のセンターの業務に加え、センターの業務で得た個人情報を以下の目的で利用します。

　ア　今後の施策立案の参考とするため。
   イ　広島県や関係機関等が実施する支援事業等を紹介するため。
   ウ　センターの業務を含む広島県事業の効果検証、統計データの作成、支援が終了した後の継続した経営体支援の参考資料とするため。
   エ　センターの業務の実績情報として、支援件数と支援概要を個人又は法人が特定されないように処理した上で公表するため。
オ　国に農業経営・就農支援体制整備推進事業の実績等を報告するため。



	２　取得する情報
①　別紙「別記様式第８号添付資料１」に含まれる情報
②　支援の過程で得られた情報
③　支援専門家から提出された支援実績報告書から得られる支援情報
④　支援等の実施状況や専門家からの助言等の内容
⑤　就農準備や経営改善等の取組状況
⑥　決算書（青色申告決算書）
⑦　別紙「別記様式第16号（経営診断カルテ）」及び「別記様式第17号（機能別チェックリスト）」に含まれる情報

３　情報を共有する関係機関等

　 　センターの業務の実施のため、以下の「関係機関・団体」に共有するほか、相談者の経営改善等支援、経営戦略等作成に係る関係機関・団体等による会議、検討会に限り、必要最小限度内において、「その他機関・団体」に対して情報提供又は確認する場合があります。

関係機関・団体
国、市町、農業経営・就農支援センターに登録された専門家

その他機関・団体
土地改良区、農業委員会、農業協同組合、広島県農業再生協議会、広島県農業共済組合、広島県酪農業協同組合、広島県農業信用基金協会、広島県土地改良事業団体連合会、その他事業推進上特に必要と認めた機関又は団体



	個人情報の取扱いの確認

	「個人情報の取扱い」に記載された内容について同意します。

令和　　年　　　月　　　日　
（個人・法人・組織名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　
　 　　　　　氏名（代表者名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


※別紙として、「別記様式第８号添付資料１」、「別記様式第16号（経営診断カルテ）」及び「別記様式第17号（機能別チェックリスト）」の様式を示した上で当同意書の同意を得ること
以下の個人情報の取扱いについてよくお読みになり、その内容に同意する場合は「個人情報の取扱いの確認」欄に署名又は記名願います。	
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